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研究成果の概要（和文）：本研究は、ダイナミック・ケイパビリティのメカニズムを企業と大学研究室を対象に実証研
究した。プロセス企業の革新においては、優秀な技術スタッフの存在が不可欠であり、幅広い知識を有するスタッフが
どのように現場のルーティン変更を支援したか、そのプロセスを明らかにした。次に、大学研究室が異なった外部環境
で、どのように機会利用と探索を最適化しているか、バイオ分野について分析した。その結果、基礎研究では柔軟な組
織対応が生産性向上のために有効である反面、応用研究では組織構造に基づく硬直的対応が有効であり、不確実性が高
い分野においては探索が、不確実性が低い分野においては機会利用が有効であることを確認した。

研究成果の概要（英文）：The research illustrates how factory in process industry can innovate its producti
on control system. It explains the process how the middle management provided the shop floor with a new ma
nagement goal to eliminate bottlenecks in production process; organizational learning having crossed the t
raditional organizational boundary enabled the shop floor to change routines, having resulted in the firm'
s improvements in both productivity increase and shortening lead-time. 
  Second, it aims to examine the adaptation of organizational design in the context of the academic sector
 drawing on a survey of biology laboratories in Japanese universities. It examines how the variation in ta
sk allocation affects scientific productivity. Results suggest that flexible organizational design with li
mited division of labor suits basic research, where exploratory approach is common with high unpredictabil
ity, while rigid design is fitter for applied research, which is relatively exploitative and predictable.
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１．研究開始当初の背景 
 企業は、環境変化のもと、どのように新機

会を発見し、組織改革によって経営を革新し

ているのであろう。現在、戦略論、また、組

織論においては、企業家精神に富むマネジメ

ントが組織構造と組織活動（ルーティン）を

変更し、経営革新を実現する組織能力に着目

した概念—ダイナミック・ケイパビリティに

関する研究が行われている。ダイナミック・

ケイパビリティ研究(Teece,1997)はモデル

の提示と事例研究によって進展し、マーチの

指摘(March,1991)を契機に、両手使い

(ambidextrous)組織(O’Reilly & Tushman, 

1996) 研究が盛んである。企業分析からは、

組織上層部による一連の活動と組織連携の

重要性が指摘され(Teece, 2006)、ルーティ

ンの変更に適した組織構造、また、意思決

定・インセンティブ構造が探求されている。

しかし、企業の競争力の源泉を分析対象とす

るため企業からの情報開示には限界があり、

組織内部に発生するメカニズムに踏みこむ

研究は少ないなど、研究の新しい進展を探索

する余地が認められる。 

 本研究は、従来からの企業研究に加え、大

学の研究組織を分析対象にして、上記の制約

条件に対処する。同研究手法の根拠としては、

近年、大学においては、バイオ医薬分野を先

頭に、研究成果の産業化と組織活動の企業化

が進み、分析対象としての妥当性が生まれた

こと、さらにオープン組織の性格上、組織活

動に関する積極的な情報開示が期待できる

ことの２点があげられる。一方、研究組織の

競争力として研究生産性に関する社会学の

既存研究があり、個人レベルの性質、置かれ

た環境、累積的な優位性に関心が向けられる

(Fox, 1983)。しかし、既存研究の関心は事

実の発見に向けられ、組織活動の視点から研

究成果の生成プロセスを分析する試みは少

ない。本研究では、大学の研究を各教員が所

属する研究組織（研究室）の組織活動とみな

し、その活動内容についてダイナミック・ケ

イパビリティ理論を援用して分析した。 

 
２．研究の目的 
変化する外部環境に対して、組織はどのよ

うに階層間の役割分担と活動内容を調整し、

組織活動（ルーティン）を変更するか、組織

階層の関与の差異（トップダウン vs ボトム

アップ）に着目して分析し、組織活動に働く

ダイナミズムを明らかにする。さらに、ダイ

ナミック・ケイパビリティを発揮する組織は、

どのように外部環境を有効利用するか、組織

活動の結果、形成される社会ネットワークが

組織活動に与える影響を分析する。具体的に

は、21 世紀初頭、日本の製鉄企業がダイナミ

ック・ケイパビリティを発揮し、新興市場の

急拡大に対応した事実に着目し、ダイナミッ

ク・ケイパビリティの源泉に関する仮説を形

成する。具体的には、組織の各階層はどのよ

うに役割を分担し、どのように意思決定して

（集中 or 分散）外部環境の変化に対してル

ーティンを変更するか等、組織活動にダイナ

ミズムを発生させる組織内部のメカニズム

の解明を目指した。次に、積極的回答が期待

される研究組織（大学研究室）を対象に質問

票調査を実施し、回収した回答を利用して仮

説に対するモデル推定を行った。 

 並行して、本研究は、マーチの提出した組

織がダイナミック・ケイパビリティを発揮す

る際に、どのように既存の機会の活用と新規

の探索活動間に最適化を図るかという研究

課題に対して、企業活動に関する事例研究と

研究組織に対する定量分析によって包括的

に研究する。具体的には、組織活動における

活用と探索のバランスは組織が置かれた外



部環境に依存するという前提に基づき、変化

が少ない環境下では探索活動が低下し、変化

する環境下では探索活動が高まる、また、変

化の少ない環境下では、両手使い組織の活動

は機会の活用から探索へと時系列的に推移

するのに対し、変化が激しい環境下において

は、機会の活用と探索が同時的に行われる等

の仮説について、本研究で作成した大学のバ

イオ系研究室に対する質問票調査を利用し

てモデル推定した。企業と大学組織を分析対

象とし、戦略論、組織論に加え、社会学、イ

ノベーション研究から包括的にアプローチ

する本研究の新規性は高い。 

 
３．研究の方法 

本研究は、組織内部の各階層における意

思決定・インセンティブ構造が組織能力に

どのような影響を与え、ダイナミック・ケ

イパビリティを生成するか、企業に対する

事例研究と、急速に企業化する大学のバイ

オ医薬系研究室を対象とする定量分析によ

って包括的に分析する。具体的には、社会

人博士研究として進める製鉄企業の組織能

力と競争力に関する研究を継続して、市場

変化に対して企業の組織能力はどのように

対応してきたか、検討し、ダイナミック・

ケイパビリティの源泉に関する仮説を形成

する。別途、大学の研究組織について、競

争力としての研究生産性、また研究の質的

側面を計量書誌学によって明らかにし、イ

ンタビューと質問票調査によって、研究室

トップの研究マネジメントと組織運営を明

らかにする。以上の準備のもと、企業研究

から得られた仮説を基に、アカデミアに固

有なインセンティブ等に配慮して、研究組

織におけるダイナミック・ケイパビリティ

に関する仮説を形成し、モデル推定により

仮説の妥当性を検討する。最後に、分析結

果に関する考察から、組織一般に関する理

論的検討をおこない、企業の経営革新と組

織改革に対する含意を提示する。 

 当該研究テーマについての研究の進展を

阻害する情報開示の壁を超えるために、本

研究は、近年、急速に企業化を遂げる大学

のバイオ医薬系研究室を対象に質問票調査

を実施し、得られた仮説群に対しモデル推

定を実施した。本研究グループが実施した

質問票調査は、40%以上の回答率を確保して

おり、研究手法の実効性は高く、従来，取

り扱うことが難しかった組織内部の活動、

特に、上層とメンバーの意思決定に関する

関与、また、それを通じたタスクでの役割

分担を定量的に分析することが可能となっ

た。 

 研究ステップは以下の通り。 

(a) 既存研究サーベイと方法論の確認 

(b) 企業を対象とする事例研究による仮

説形成 

(c) 大学の研究組織の組織能力と競争力

に関するデータ作成 

(d) バイオ医薬系研究室に対するインタ

ビューと質問票調査 

(e) 大学研究組織のダイナミック・ケイパ

ビリティに対する仮説形成とモデル推

定 

(f) 組織一般を対象とするダイナミッ

ク・ケイパビリティ理論への学術貢献 

(g) 企業の経営革新と組織改革に対する

含意の提示 

 
４．研究成果 

第一に、日本製鉄業におけるトップ企業に

対する事例研究によって，経営トップによる

組織改革によって権限を委譲された経営ミ

ドル層が，社内企業家としてルーティン変更

を経営目的とし、キャリアを通じて広く深い



ノウハウを形成した技術者の支援によって

目的を達成したプロセスを明らかにした。ダ

イナミック・ケイパビリティ理論は革新の実

現のためには、経営トップの意思決定とリー

ダーシップに加え、経営各層における組織活

動としてのベクトル合わせによって可能に

なる戦略的フィットネスの必要性を指摘し

ており、本研究は、日本企業においても、企

業家精神に富んだ経営トップと現場経営を

担当するミドル層による革新活動の同期化

が企業のダイナミック・ケイパビリティ生成

の源泉として機能することを明らかにした。

さらに、プロセス産業では、現場の操業の革

新は技術スタッフによる現場に対する支援

が不可欠であり、技術スタッフは、そのキャ

リアを通じて獲得した幅広く深い知見を獲

得して、その知見を現場のルーティン変更に

効果的に利用している。プロセス産業に関す

る生産システムの革新のためには、現場にお

けるルーティン変更に対する作業員の熟練

形成の貢献に加え、操業を支援する技術スタ

ッフの貢献とそのために必要になる能力形

成が必要になることを明らかにし、その考察

に基づき、査読付き論文を２編、出版した。 

 第二に、大学の研究室という研究組織が異

なった外部環境において、どのように既存の

機会利用と新規の探索という異なった方策

間にバランスを取り、その活動を最適化して

いるか、近年、著しく企業化する日本のバイ

オ系研究室に対する実証研究を実施した。イ

ンタビュー調査と質問票調査によって、研究

室における組織活動は、一般的に、研究室の

ヘッドが研究テーマの選択等の研究計画と

仮説の設定等、上流の活動を行い、学生等の

メンバーは実験等の下流を担当するという

通説に対して、少なからずの研究室において、

前者が研究の下流に、また、後者が上流に関

与するという事実関係を見出した。次に、こ

のようなタスクにおける役割分担が異なる

研究環境においてどのように研究室の科学

的生産性に影響を与えているか、モデル分析

した。その結果、基礎研究分野においては所

与の分業体制にこだわらない柔軟な組織対

応が生産性向上のために有効であり、対照的

に、応用研究分野においては所与の組織構造

に基づくより硬直的な組織対応が有効であ

ることが判明した。この事実は、不確実性が

高い基礎研究分野においては探索的アプロ

ーチが適し、不確実性が相対的に低い応用研

究分野においては機会利用のためのアプロ

ーチが適していることを示唆する。本研究は、

このような分析結果に基づき、大学研究室に

おいても企業組織と同様に，外部環境に対応

してその組織形態とタスクの分担を柔軟に

対応していることを明らかにし、研究組織に

よる固有の環境適応パターンの解明によっ

て、組織の環境変化に対するダイナミック・

ケイパビリティの発現に対する理解の深化

が可能になることを明らかにした。分析結果

は２０１２年度のアカデミー・オブ・マネジ

メント学会２０１３年度の、サイエンスとイ

ノベーション政策へのアトランタ・コンファ

レンス、トリプル・ヘリックス・コンファレ

ンス、全米社会学会年次総会等の査読付国際

学会で発表済みであり、現在、論文を国際学

術雑誌に投稿中である。 
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